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清 水 行

　は　し　が　き

本稿は・1959年脈「躰・米国労働法の比難鰯究」とし、うテ＿で、

九州大学樋広獺を骸者として行なった共同研究の一部である．したが．

て・輔の問鵬識は・すでに林獺がr旧労雛に対する糎労雛の影
響」1・臓（九大産業労蜘究騰第35・36合併号）で述べられたところと

N一であり・輔は・その舗の一部にあたる．すなわち、轍授が述べられ

ているように・「戦後躰の諸立法は・糎嬉実上の支配者とする占領管理

を相当の期間にわたってうけてきたこと・ならび融立後も政治上、経済上そ

の他あらゆる面で米国と非常樒馳関係におかれているという鶉に加うる

に・さら納面的轍治理念・社会思想怯思潮の面職前とはことなって、

」一國一一r■圏一＿幽一一騨＿臨＿＿～．一、．一＿
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アメリカ法制の強い影響下におかれるようになった。アメリカ法制の影響は・

法および法学のあらゆる分野にみられるがとくに顕著なのは立法それ自体であ

った。

　戦後における労働立法にっいても、さらに労働政策とあわせ考える場合には

とくに、アメリカ労働法制を大巾に継受していると一般にみられている・」

　われわれは、　「とくに労働団体立法たる昭和20年12月公布の（旧）労働組合

法、昭和21年9月公布の労働関係調整法、および旧労組法を全面的に改正した

昭和24年6月公布の労働組合法を対象とし、……法の制定運営の側面におい

て、アメリカ労働法制およびその解釈運営がいかなる程度において・またいか

なる意味において、わが国のこれらの法規に影響を与えているかを分析し検討

しようと試みた。」のである。

　したがって、本稿は、上述の観点のもとに、まず、昭和20年労組法における

いわゆる「不当労働行為」に関連する諸規定1）にっいて、米国労働法制、とく

にワグナー法（National　Labor　Relations　Act，1935）における不当労働行為

（unfair　labor　pract三ces）制度の影響の有無およびその程度の検討をなす。そ

のためにまず、静態的な制度上の比較を行ない、ついで、昭和20年労組法の

関連規定の制定経過を戦前の諸労働組合法案の関係条文とも関係させて検討す

るo

　つぎに、昭和20年労組法・（21年労調法も含む）のいわゆる「不当労働行為」

に関連する諸規定の実施運営状況ならびに改正の動向、端的にいえぽワグナー

法のunfair　labor　practices制度への接近の動向、をさぐる。

　そして最後に、昭和24年労組法について改正経過（現行不当労働行為制度の

採用経過）および、同法における不当労働行為制度とワグナー一法における

unfair　labor　practices制度との静態的な比較を試みる。2）

1）ここでいわゆる「不当労働行為」に関連する諸規定といったのは、昭和20年労組法

においては、、現行法における不当労働制度は採用されておらず、「不当労働行為」の

用語自体、法律上は昭和24年労組法においてはじめて使用され、それ以前は、「不公

正労働行為」「不公正労働慣行」などの用語とともに、unfair　labor　practicesの訳語

　として使用されていたにすぎなかったからである。昭禾rBO年労組法第11条について

は、むしろ「不利益取扱の禁止」の見出しが用いられていた（菊池勇夫「不当労働行

為」　（末弘還暦）参照）。

2）引用文は、横書きの体裁上、数字は原則として洋数字に改めている。また、当用漢

字あるものはそれに書き改めていることをことわっておく。
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　一34－（586）　　　第・5巻第6号

　　1　昭和20年労組法

　　昭和2°年12月21日法鱒5・号をもって「労蜘合法」醐定された（施行、

　昭和21年3月1日）。

　　同法は・第11条および第33条でつぎのように規定してし、る。

第11条使用者・・労瀦ガ労鵬合ノ組合員タルノ故ヲ以テ之ヲ擁シ期之

　　二対シ不利益ナル取扱ヲ為スコトヲ得ズ

震鷺罪禦合二加入セザ・レコト又一組合ヨリ脱退スルコトヲ騰

第33条第11条ノ齪ノ違反アリタル場合一於テー其ノ行為ヲ為シタ堵一6

勝繋ハ5°°跡ノ罰金二処揃項ノ罪一労働委員鰭求ヲ

　　この両条は・2°年労組法を襯する鰍で働こ制定されたつぎの「労醐係

灘法」（昭和21年9月27日・灘第25号）第4・条、第4・条、第42条ならびtZこ

附則（これは鵬齢法第1・条第・項の改正齪である）とともに、2。年ラS組

法（労調法）下における・いわゆる「不当労蜥為」に関連する齪とし、うこ

とができるであろう。

第4°条使用都・この法律による蠣争議の離をな揚合において労瀦

激した発訊ま労働都争議行為をなしたこと鯉由として、その労儲
を擁し・その他これに対して不禾IJ益嫌扱をすることはできなし、．但し、

労働委員会の同意があったときは、この限りでない。

第41条前条の齪の諏があった殆こおいては、その行為をなした都、

　これを6箇月以下の禁轍は500円以下の罰金に処する。

第42繍39条及び前条の罪は・鱗員会轍を待つてこ繍ずる・

労働組合法第1・条第1項を次のやうに改める。

使用者ハ鵬都労鯛合・組韻ナ・レコト、労醜合ヲ徽セソトシ若，、

之二加入セソトセルコ収一労醐合ノ正当ナル行為ヲ為シタ，レコトノ故ヲ

以棋ノ労瀦ヲ擁シ其・他之謝シ不禾IJ益ナ・レ取扱ヲ為スコトヲ得ズ。

本項では・こ紡の翻定につし・て、綱労難制、とくに1935年ワグナー

法におけるunf・i・1・b・・p・a・・ice・の制度の影響の撫およびその程度の囎

をなしたい・すなわち・上述の鞭定力s・　elitたして米法とくにワグナー法の意

味でのunf・i・1・b・・p・ac・i・e・の制度と緻するものであるかどヵ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　そして
ての影響ありとすればどのような意味においてであるか棚らかにしたし、。
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　そのために、まず、平面的静態的に、禁止行為の態様ならびに救済手続面に

おける制度上の比較を行ない、つぎに、歴史的な視点から20年労組法第11条お

よび第33条の制定経過を、戦前の諸労働組合法案の検討を含めて、明らかにし

たい0

1．制度上の比較

　A　禁止行為の態様

　一　昭和20年労組法は、第11条で使用者のっぎのような行為を禁止してい

る。

（1）④　労働老が労働組合の組合員であること

　　（これはさらに、21年労調法附則によって改正され、っぎの3行為が追加

　　された。）

　　（ロ）労働者が労働組合を結成せんとすること

　　の　労働者が労働組合に加入せんとすること

　　⇔　労働者が労働組合の正当なる行為を為したること

　　　（また、労調法第40条によってつぎの2行為も追加された。）

　　㈱　労働者が労働関係調整法による争議の調整の際に発言をなしたこと。

　　8労働者が争議行為をなしたこと
を理由として解雇その他の不利益取扱をなすこと（不利益取扱いの禁止）（労

組法第11条第1項、労調法附則および第40条。なお労調法第40条は・労働委員

会の同意を解除条件としている。）。

（2）④　労働者が労働組合に加入しないこと

　　回　労働者が労働組合から脱退すること

を雇傭条件とすること（：黄犬契約締結の禁止）　（労組法第11条第2項）。

　ニ　ワグナー法は、第8条で使用者のunfair　labor　practices（不当労働行為）

の態様をかかげている。

①　まず包括的に、第7条で被用者に保障する団結権、団体交渉権の行使にっ

き使用者が被用者に干渉、抑圧、強制を加えること、を不当労働行為としてい

る（第8条第1号）　（包括的規定）。

（2）そして、第2号以下で不当労働行為となる具体的行為を列挙している（例

示列挙）。

　（イ）労働団体の結成または運営を支配し、もしくは介入すること、あるいは

　労働団体に財政上の援助を与えること（支配、介入、財政援助の禁止）　（第

　2号）



　　一36－（588）　　　　　第15巻　第

監1灘1縫鷺響奨艦雇蹴ご溜畿

　　　eN）禦都本法にもとついて提訴また蔚言をしたことを鋤として、．

　　1）ワクナー法の関評条文を掲げる。

　　第7条被用楓自主鱒靴し・労醐体を徽し、これに加入し、これを手鋤

　　　保錨膿諜鍵難霜搬騨渉または相蜘ないし

　　第8条侃を働賭の不当労噺す為とする

　　　（1）第7条で保証する権利の行使につき・被儲に一i渉抑圧強討伽。えること．

　　　（2）蠣団体の徹また髄営を支配し・もしくは・れに介入し、ある、、はこれ闘

　　　　趾の糊を械ること・但し・第6条にもとづ・・て局の制舩布する規貝ljおよび

　　　　規程の翻楓被用都・蠣時帥に、噛また蠣金を失うことなく使用者

　　　　と韓することを認めることは・鯉叡禁止されるものではない。

　　（3雇入れ・または雇用関係の繍・もしく朧縣件につき、差別待遇をして、労

　　　働団体の構頗たることを奨励しまたは嬬すること．ただし、本法その齢細

　　　法規の姻なる定めも・使用者が労蜘体（本法が不当労賄為として糠する行

　　　為によって・創設され・繍され・または助成されたものを除く）と協定し濯用

　　　の条件としてその団体の轍員たること頓刃けること働げな、、．ただしかヵ、

　　　る団体は、　　　　　　　　　第9条aにより・その旋の適用される駈な団体難騨位にお、、

　　　て、被用者の代表であることを要する

ωそ粥繋翻麗糊または証言したことを理由として・こ纏雇

第聯角雛論議貸誇灘欝灘誌指定
　　また鷹定した代表都・翅率・賃金・駒寺間その他の雇縣件燗する団鮫

総譲搬難講鐸麓象j織驚轍笛葉翌

　　　昭和2°年労組法とワグナー法とが禁止する行為喀体）の比較

（1）昭和2°年労鰍第1・条第1項の「使用者一労瀦ガ労鯛合ノ組韻タ，．
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ノ故ヲ以テ之ヲ解雇シ其他之二対シ不利益ナル取扱ヲ為スコトヲ得ズ」の規定

は、ワグナー法第8条第1号の包括的禁止規定および直接的には同条第3号の

「雇入れ、　または雇用関係の継続、　もしくは雇用条件につき、差別待遇をし

て、労働団体の構成員たることを奨励しまたは妨害すること」という規定に対

応するものといいうる。

　なお、21年労調法附則で労組法第11条に挿入され、使用者に禁止された3行

為の態様は、各々やはりワグナー法第8条第1号および直接的には第3号の規

定するところと対応する。

　また、21年労調法第40条の規定のうち、労働者が労調法による労働争議調整

の際になした発言を理由としてなす解雇その他の不利益取扱いの禁止は、争議

調整の際と不当労働行為救済の際とのちがいはあるが、その規定様式からいえ

ば、ワグナー法第8条第4号の規定に直接対応する。また、労調法第40条の規

定のうち、労働者が争議行為をしたことを理由としてなす解雇その他の不利益

取扱いの禁止は、その解雇その他の不利益取扱いが差別待遇となる限りにおい

ては、ワグナー法第8条第1号および直接的には第3号に対応するものといい

えよう。　　　　　　　　　　　　　1

（2）また、20年労組法第11条第2項の「使用者ハ労働者ガ組合二加入セザルコ

ト又ハ組合ヨリ脱退スルコトヲ雇用条件ト為スコトヲ得ズ」といういわゆる

「黄犬契約締結の禁止」の規定は、ワグナー法に直接の対応規定を見出しえな

い。しかし、解釈上は、第8条第1号の、団結権に対する「干渉、抑圧、強制

」行為を禁止する包括規定および第8条第3号の「雇入れ、または雇用関係の

継続、もしくは雇用条件につき、差別待遇をして労働団体の構成員たることを奨

励しまたは妨害すること」を不当労働行為とする規定より、団結権に抑圧を加

え労働団体の構成員たることを妨害する黄犬契約は当然違法と認められた・1）

　以上の考察から、禁止行為の態様の面においては、昭和20年労組法第11条

は、1935年ワグナー法と比較して、同法第8条第1号のような包括的規定を有

していない点で特徴的である。そしてこのことと関連して、20年方組法第11条

は、労働者の団結権に対する使用老の「干渉、抑圧、強制」行為の一部をしか

禁止していないということができる。このことは、21年労調法附則による第11

条の改正によっても根本的には変っていない。つぎに、ワグナー法は、団体交

渉の拒否を不当労働行為の一態様としているが20年労組法第11条には対応規定

がない。21年の改正によって、団体交渉を行なったことを理由とする不利益取

扱いが「労働組合ノ正当ナル行為ヲ為シタルコトノ故ヲ以テ」にあたるとして
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禁止されるにとどまる。この点、ワグナー法は、交渉単位制と関連してはし、る

が、正面から団体交渉そのものを不当労働行為制度による保護の対象としてい

るのである。2）しかし、上とは対称的ともいえるが、21年労調法第40条は「労

働者が争議行為をなしたことを理由として」その労働者に対する不利益取扱し、

を禁止しているが・ワグナー法は・酵白勺には争議行為を理由とす磋別待遇

の禁止を明記しておらない・ただ同法第・3条で「本法の規定は、いかなる点

でも・罷業権に干渉訪害・縮小を加えるように解釈してはならない」旨規定

されていることとあいまって、第8条第1号の保護の一内容となっているとし、

うことはできるであろう。

　1）本多、前掲書、94頁参照。

　2）労組法第1条第1項の目的にも明確にかかげられているように、同法が団体交渉権

　　の保護、助成を行なっていないというのではない。同法におけるその形態について

　　は、末弘厳太郎、労働組合法解説（改訂版）、昭22、9頁以下参照。

　B　救済手続

　　　昭和20年労組法は・第11条違反の行為に対して刑事制裁を科する態度を

とる。すなわち「第33条　第11条ノ規定ノ違反アリタル場合二於テハ其ノ行為

ヲ為シタル者ハ6月以下の禁鋼又ハ500円以下ノ罰金二処ス」

　そして・その手続は・同条第2項により「前項ノ罪ハ労働委員会ノ請求ヲ待

テ之ヲ論ズ」るのであり、また、その請求は、「当該違反行為アリタル地ヲ管

轄スル地方労働委員会ノ決議二依リ其ノ会長書面ヲ以テ検事二之ヲ行フ」（労
醐合法施行令傷不零’s2、鵬）第46条）のである。一

　しかし・民事上の救済については・、20年労組法は何ら直接ふれていない。し

たがって、第11条違反の行為があった場合には、強行規定である第11条違反の

行為は法律上当然無効であるとして被行為者である労働者本人が直接に民事裁

判所に原状回復その他の救済を求める以外に途はない。1）この点にっいては、

労働委員会には何ら法的強制力が与えられていない。

　さらにまた・行政上の救済についても昭和20年労組法は、何ら規定してし、な

いのである。

　　　1935年ワグナー法は・同法第8条に該当する使用者の不当労働行為に対

して・行政上の救済を与える態度をとっている。すなわち、全国労働関係局

（Nati°n・1　L・b・・R・1・・i・n・B・ard－NLRB）という糊1」の行政委員会・・を設

け（第3条）、これを不当労働行為の防止と救済の任にあたらしめているので
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ある。そして・その手続を第10条で定めている（その手続については・昭和24　　1

年労組法の個所（後述）参照）。

　三　昭和20年労組法とワグナー法とにおける救済手続の比較

　上にみたように、わが昭和20年労組法は、使用者の第11条違反の反組合的行

為に対して一次的には刑事制裁を科する態度をとっている。わずかに、違反行

為に対する公訴権にっいて労働委員会の請求を前提とすることによって、労働

委員会に、違反行為の有無、程度について事前審査を行ないそして公訴提起を

請求するかどうかの裁量権を与えている。これは、労働関係に関する事項は労

働委員会に判断せしめるのが適当であり、濫訴の弊を防げるし、労働委員会の

関与によって事実上原状回復をはかる機会を与えるため、といわれている。3）

しかし、民事上の救済については何ら規定しないで解釈にゆだねている・学説

は、これについて被行為者たる労働者本人の通常裁判所への民事訴訟の提起に

ょる原状回復その他の救済（例えぽ、解雇無効、損害賠償等）を認めるにとど

まっている。

　これに対して、ワグナー法は、同法第8条該当のunfair　labor　practicesかこ

対し、行政委員会たる全国労働関係局による行政上の救済・防止を一次的に優

位せしめている。

　このような救済手続における両者の基本的な差異が、昭和20年労組法におけ

る米国労働法制のunfair　labor　practices　f倒度の影響如何を問題とする場合に・

その否定的見解の大きなよりどころとなっていることは否定しえないδそれ

は、米国のunfair　labor　practicesの制度が全国労働関係局を抜きにしては考／

えられえないという主張がなされればなされるほど一層そうである。

　しかしながら、上述のように、昭和20年労組法は、第11条の違反行為に対す

る刑事訴追を行なう前提として、労働委員会の請求を要求し・刑事訴追の前段

階での労働委員会の関与を認めている・この点において・20年労組法は・事実

上の原状回復をはかる機能を行政委員会たる労働委員会に期待しているという

ことができるので、ワグナー法における全国労働関係局の機能に対して・事実

上の類似性をも若干なりとももっていたということができる。このことが・後

述のように、実施運営状況にもはっきりとあらわれているし、また、昭和24年

労組法における大幅なワグナー法の継受を比較的容易になさしめたものともい

うことができるであろうQ

1）末弘厳太郎、労働組合法解説（改訂版）47頁参照。

2）全国労働関係局については、別稿「労働委員会制度の成立過程の研究」で述べる。

　

／
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　　　3）末弘・鵬書・48頁・95iEl・蓮井一次ElfS・不当労働行為の耽昭32、7。R。

　2・第11条および第33条の制定経過

お篇鵬鷺ζ鰻二欝の解明をはかり・できれ聯1・条

　　　　戦前の諸法案の検討

の暮撫撫灘謡鍔奪様式である・（これは大正9年

第ワ壽雇嚇認代理人ハ鵜力労働組合ノ纈タルノ故ヲ以テ之

肇範講騰繋額合二加入セサルコト又一組合ヨリ脱退ス

第21条第11条・齪二違反シタル者・・5・・円以下の過料二処ス

正驚濃1麟塗欝案にみられる規蹴である・（これは大

第12条肇者ハ労働者力労醜合ノ組韻タ・レノ故ヲ以テ之ヲ簾ス，レコト

1矯難驚禦合二加入セ・・・…＝ト叉一組合ヨリ脱退一

3

k

憲



わが国における不当労働行為制度の成立過程の研究　（593）－41＿

　前2項ノ規定に違反スル解雇の意思表示又ハ雇傭契約の約款ハ之ヲ無効トス

　前者は、禁止に違反する行為について加罰主義（刑事罰ないしは行政罰）を

とるのに対し、後者は、単に違反行為の民事法上の効果（無効）を宣言するに

とどまる点、特徴的である。（もちろん、この後老の案に対しても、資本家団

体から強い反対意見が述べられている。）

　そして、この規定様式の面からいえば、昭和20年労組法第11条および第33

条は、前者の大正14年社会局案第11条および第21条にきわめて類似しているの

である。その差異は、つぎの点にあるにすぎない。

㈲　昭和20年労組法は、解雇以外の不利益取扱いをも禁止している。　（もっと

もこの問題は、大正14年社会局案においても解釈論的にそれに及びうる可能性

はある。）

（ロ）大正14年社会局案は、違反行為に対して行政罰主義をとるのに対して、昭

和20年労組法は、刑事罰主義をとっている。（しかし、この問題についても、

すでに、第56議会提出社会民衆党案第15条、昭和4年日本大衆党案第10条、第

58議会提出、日本大衆党および労農党共同案第16条、第59議会提出、同共同案

第15条に、（最高5年以下の体刑を科すとするのまである）、刑事罰主義の採用・

をみることができる。

の　昭和20年労組法は、労働委員会制度を採用したことと関連して、第33条第

1項の罰は労働委員会の請求を待って論ずることとし、検事の公訴提起の前段

階での労働委員会の関与を認めている。

　以上3点の差異はあるけれども昭和20年労組法と大正14年社会局案とは、

④　禁止行為の態様はまったく同じである。

（ロ）〈4）と関連して、昭和20年法第11条と大正14年社会局案第11条の文言もほと

んど同じである。

VN）両者はともに加罰主義をとる。

　といった点で、両者にきわめて強い類似性、親近性を認めることができる。

　なお、昭和20年労組法第11条および第33条の系譜をたどる場合、ワグナー法

の制定（1935年）に先立つ10年前の大正14年（1925年）に（社会局案）、さらに

は、15年前の大正9年に（内務省案）、両条にきわめて類似している対応規定を

有する労働組合法案が、すでにわが国に存在していたことは、強調されるべき

であろうQ

　ところで、大正9年ならびに14年の両案の対応規定の源流はどこに求められ

うるのであろうかQ当時内務省が労働組合法に関する各国法制の調査資料とし
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て作成したものに・内務讐保局「細労醜合法及労働争議取雛」（大

9年）・社会局「労醐合二関ス・レ細齢」（刊行年不明、・922年（大正

年）法までの騰劾）がある・不利益取扱の禁止ならび瞳犬契約締結の拡

止に関する各国齢をこの酬によって列挙してみるとつぎのようである。

　　（イギリス）

　　1915年鞘法㈱寺法）（・7年改正法）第9条暉需作業職工・・労醐韻

　タリ又ハ其ノ争議二関係シタリトノ理由二依リテ解雇セラルルコト無カルヘシ

若シ之ヲ擁シタ・レトキ・・原法律二依リ第2種・軍離判所ヨリ罰セラル罰金

ノ’1°霧以下ニシテ其ノー部職エニ賠1賞トシテ支払・・シムコトヲ得但シ不正

　ノ解雇二対シ労働者ヨリ訴訟ヲ提起スルノ権利ハ害セラルルコトナシ」

　　（ドイツ）

　　ドイツ国憲法（1919年）第159条「労働条件及経済条件ノ維持及改善ノ為ニス

ル結社ハ何人二対シテモ又如何ナル職業二対シテモ其ノ自由を保障ス此ノ自由

　ヲ制限シ又ハ妨害セントスル約定及処置ハ凡テ之ヲ禁止ス」

　経営臓会法（1920年）第8・条「第78条第8号二図脇定シタ・雌則．、被傭

者ノ雇傭二付キ……職工組合員トシテノ行動、……職業上ノ団体……二属スル

コト、若ハ属セサルコトヲ条件ト為スヲ得サル旨ノ規定ヲ包含スルヲ要ス」

　　（アメリカ）　（連邦）

　逓信事務従業員ノ組合二関スル法律（1912）第6条（組合＝／加入スルコトノ

許可・請願ノ権利）「……特二労麟問、簸並賜暇ヲ包含スル其ノ組韻ノ

労働条件ヲ改善スルコトヲ目的トスル逓信事務従事員組合二所属スルコト又バ

カクノ如キ個人若ハ個人集団力国会若ハ国会ノ議員二不服ヲ申立テタルノ事実

ヲ以テ地位及俸給ノ点二於テカクノ如キ個人若ハ個人ノ集団二対シテ不利益ヲ

与へ若ハ之ヲ解雇スルコトノ原因ト為スヲ得ス」

　　（ニューヨーク州）

　雇傭二対スル干渉、強制、並徒党犯二関スル法律（1909年併合法律第40章）

第531条「或人、雇傭者又ハ法人ノ代理人力或人被傭者労働者又ハ職工二対シ

之ヲ雇傭スルコトヲ条件トシ又ハ之力雇傭ヲ継続スルコトヲ条件トシ労働団体

二加入セサルコト又ハ其ノ組合員トナラサルコトヲ強制的に契約セシメタトキ

ハ其の書面二依ルトロ頭二依ルトヲ問ハス斯クノ如キ雇傭者又ハ法人ハ軽罪ト

シテ有罪ナルヘシ斯クノ如キ軽罪ノ刑ハ6箇月以下ノ禁鋼若ハ200弗以下ノ罰

金又ハ両者併科二処スヘシ」

　（マサチュウセッッ州）

圭
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　雇傭ノ妨害拉強制二関スル法律（1909年法律第514章）第19条　「雇傭又ハ雇

傭継続ヲ条件トシテ強制的二文書又ハロ頭ノ合意ヲナサシメ労働団体二加入セ

サルコト又ハ其ノ組合員ニナラサルコトヲ約束セシムルコトヲ得ス此ノ合意ハ

雇傭者自身ニテナスト代理老ヲ以テナスヲ問ハス

　第36条　本法中特別二刑罰ヲ定メサル規定二違反シタルモノハ100弗以下ノ

罰金二処セラルヘシ」

　（ペソシルパニヤ州）

　労働組合員タル被傭者ノ保護二関スル法律　（1893～1903年法律彙集851頁）

第5条「本州ノ法律二従ヒ認可ヲ得タル法人又ハ本州内二業務ヲ営ム外国法人

ノ役員、代理者、被傭者タルモノ其ノ法人ノ被傭者二対シ之等ノモノカ適法ノ

労働団体ヲ組織シ又ハ之二加入所属セルノ理由二依リ解雇又ハ解雇ノ脅迫ヲ以

テ強制シ又ハ強制セムトシタル場合又ハ斯クノ如キ法人二雇傭ヲ申込ムモノニ

対シ適法ノ労働団体ヲ組織セサルヘキコト又ハ之二加入若ハ所属セサルヘキコ

ト又ハ斯クノ如キ適法ノ法人ノ組合員タルコトヲ中止スヘキコトノ約束又ハ合

意ヲ強要シタル場合又ハ其ノ被傭者力適法ノ労働団体ヲ組織シ又ハ之二加入又

ハ所属セムトスルコトヲ其ノ方法ノ如何ヲ問ハス妨害シ又ハ妨害セムト試ミタ

ル場合・・…之等ノ役員代理者被傭老ハ軽罪ノ刑二処セラルヘシ而シテ有罪ナル

トキハ裁判所ノ裁量二依リ2，000弗以下1，000弗以上ノ罰金又ハ1年以下ノ禁鋼

二処シ父ハ両者併科スルコトアルヘシ」

　　（カリホルニア州）

　労働団体ノ組合員タル被傭者ノ保護二関スル法律　（1906年法典刑法）第679

条「本州内ノ人法人又ハ夫等ノ代理者若ハ役員力此ノ後或人二対シ労働団体二

加入シ又ハ組合員トナリタルトキハ雇傭セス又ハ雇傭ヲ継続セサル旨ノ合意ヲ

強制シタル場合二於テハ共ノ合意力書面口頭何レニ依リタルヲ問ハス軽罪トシ

テ処罰スヘシ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

　　（カソサス州）

　労働団体ノ組合員タル被傭者保護法（1909年一一ma制定法）第4674条　或人若

クハ或商社ノ社員叉ハ或会社法人ノ代理人、役員、被傭者力或人二対シ文書ノ

契約タルトロ頭ノ契約タルトヲ問ハス其ノ就職又ハ雇傭継続ヲ条件トシテ労働

団体若ハ組合二加入セサルコト又ハ其ノ組合員タラサルコトヲ強制シ要求シ威

圧スルコトハ不法ナルコトナリトス
　　第4675条　或人若ハ或商社ノ社員又ハ或会社法人ノ代理人・役員・被傭者ニ

　シテ本法ノ規定（第4674条）二違反シタルモノハ軽罪ノ刑二処シ50弗以上の罰



，
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　金又ハ30日以上郡監獄二監禁セラルヘシ」

　　　（オハイヲ州）

（謙墾謙・麟憂灘蒸螺懸濃欝

嘱スルヲ妨害攻・’齢上認メラレタ・レ被儲組合嘱ス・疇実一基キ自己

ξ謹鍵羅灘鰻質黛課多蜘爺騨
ノ罰錺ハ6翻以下ノ禁鑓処吸一止ヒノ酷ヲ併科スヘシ」

　　（ニュージヤーシー州）

　　被傭醐合ノ所殿トシテ其ノ資格一於ケ・レ被儲ノ保護二関ス，レ齢

（L91°年辮鵜）第129条（被儲ノ組合二加入スルコトノ禁止）「本州内二

於棋ノ営業ヲ営ム団儲一傭主・・酵二燗撫モ乃至一其ノ籍蜥員、

骸童・騨若ハ湘人ヲ通シテ任用ヲ求ム堵ヲシ禅独二又．、共同的二其

ノ現在団竺湘舖一相互船ノ糸且韻タ・レ館ヲ撫シ、又＿定ノ期間ヲ

クノ如柵合二加入セサ・レー指礒務ヲ舗ス・雁ノ濾若一書撫靴
ス

籍輔員・理＃・代賭若一使用人ヲ通シテ他人調蝉独二若一共剛、」二

其硯在共醐合湘醐合若一其ノ他奮蜘ノ纐ノ被儲ノ船ノ組韻
タルコトヲ止メ又ハ淀ノ輔共醜合・相醐合若棋ノ他ノ飴二加入ス

ルコト現合スヘキ旨ノ僻カノ繍ノ約束ヲ請求スルコトヲ得ス。

鄭1条（有罪性）以上ノ齪（第・29条乃至第・3・条）二対スル甑一5。。

欝堂若ハ3鰍下ノ羅処シ又一裁判職量二従ヒ此ノ両者ヲ

　（コネチクチカヅト州）

被儲ノ被儲組合二加入ス・レコトヲ妨止セソトス・レノ試図一関ス，レ辮

（19°2年搬法）第1297条「何人ト量佳特一団体ノ骸者若一顛トシテ自己若

ハ関係団体ノ蠣者・手工業者若一其ノ他ノ朔人ヲシテ其ノ任胴係二止マ

ルノ 劉トシテ被儲飴二加入ヲ欲セサランコトヲ蛸堵一加入スルヲ欲
セサフシメ又ハ加入ス・レヲ欲セサランコトヲ強箭呼右・・欲セサラシメソ賦ミタ

堵ハ2°°弗以下ノ罰錺一6醐以下・蜘又一此ノ酷ヲ併暦トスーシ。」

t
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　（ニュージPtラソド）
　1908年産業調停仲裁法（1913年改正）第109条（1918年法律第239号改正）「労

働者解雇ノ罰金
1　労働者力産業組合ノ役員若クハ組合員タル事実、協調協議会ノ補佐員トシ　　　1

テ行動シ若ク．・雇主及労働者間・会議二組合ヲtk表シタ・レコト又・’判決・鈴

若ク．喫約・利益ヲ受ク・レ櫃1」ヲ有ス・レコトヲ舳トシテ労縮ヲ角羅ス齢

主ハ25膀（125弗6分6厘）以下ノ罰金二処ス’…’°

3解雇セラレタ，レ労働者力解剛∫二蘇紺湘韻・副組飯・翻若ク　1
ハ会計係、協調協議会ノ補佐員又ハ雇主労働者間ノ会議二於テ組合ヲ代表シタ

，堵ナ，レトキ，・雇主・・労働者力謁驚格二於テ行動シタ・レノ故二非スシテ他ノ理　・

由二由リ解雇セラレタ・レ旨ヲ証明ス・レ責ヲ負フ」

　（ベルギー）

結社，舳ノ保障欄ス・レ法律（・92・年）第條「縦・搬的自由磁二　』

保障ス

　何人ト錐モ或結社二加入及不加入ヲ強制セラルルコトナシ。

　第4条　何人ト難モ結社ノ自由ヲ侵害スル意志ヲ以テ1人或ハ数人ヲ該会二

入会又ハ脱会スル条件ノ下ニテ労働又ハ奉職ノ契約ヲ締結実行又ハ継続スル者

．、
同＿ノ罪（注、・週間以上・ケ月以下・懲役及ヒ50法以上5°0法以下ノ罰金

又ハ両者ノ1）二服スヘシ。」
　以上の紹介からもわかるように、大正9年の内務省案第9条および第17条、

大正・4年の社会局案第・・条および第2・条闘応す砿制度は・かなりの蔽各

国において具体的な法規とし槻実イヒしていたのである・（もっとも・それが

どのような法鋤果軸つかについては問題はある・）とりわけ・アメリ瀦

州の法規は注目すべきである．これらの諸州の法規は・若干の鰍はあるけれ

ども、禁止行為の態様や違反行為に対して加罰主義をとる点で共通している。

そしてそれはまた、大正9年の内務省案ならびに・4年の社会局案と強い親近性

をもっていることを指摘することがで騒・その意味で・アメリカ諸州の法規

を源流とみることはあながち誤りとはいえないであろう・賜えに紹介し酪

国法制の議資料には鵬されていなし・のであるが・州際鑓に関する1898年

のエルドマソ法（E，dm・nA・・）は、第10条で・組頷であることまたは組合

活動をしたことを理由に労働者を擁したり・組合力・入をしないことを条件と

　して労働者を雇い入れることは、鉄道業者にとって軽罪であることを宣言して

いる．そしてこのエ，レドマソ法とならんで・約20州がほぼ同一形式の下嵯別

一一一一．一一一一一一．一一一一一
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的纏襟止する州法を制定したといわれている．・・その一部の織カミあ

わけである・このよう噸流をアメリカ法fi3i」に求めうるとすれば、アメリ

は1935年ワグナー法のunf・i・1・b・・p・a・・i・e・鞭として織したものが

和24年労鵬舷の不当労働行為制度に糖を及ぼしたことを、顯のもの
突然継受されたとみるにも及ぼないであろう。

1）

　1

　2

3

4

5

6

7

8

9

10　社会民衆党案（昭和4年3，月）

11

12　協調会添田敬一郎案（昭和4年11月）

13社会蕨審議会の労醐合法制定に関する件（昭和4鯛）
14　第2次社会局原案第1草案（昭和4年12月）

15　第2次社会局原案第2草案（昭和4年12月）

16　日本大衆党案（昭和4年12月）

17　無産党共同案（昭和5年5月）　（第58議会提出）

18浜P内閣案（第2次輔案）（昭禾・6年2月）（第59議会拙）
19　第2次政府案反対無産党共同案（昭和6年2月）

2°社会大衆党案（昭和1・年5月）（第69議会拙）（敏参照できず）

なお・本節の参顎徽献としてつぎのものをあげることができる。

輸醗表されある・・職会に拙された労働船法案はつぎのようである．

踊備糠船法案（大正9年2月）（敬参照でぎず）
農商務省案（大正9年2月）

内務省案（大正9年5月）

憲政螺（大正・・年3月）（第44・45・46、搬捌D

国民党案（大正11年3月）　（第45戚会提出）

鞠〒倶綿案（大正12年2月）（第46、義会trv“）

第1次内務鮒会局案（大正14年8月）

行政調査会労働組合法案要綱（大正14年11月）

醐醐拙案（第・次政縢）（大正・5年2月）（第51．52灘拙）

　　　　　　　　　　　　　　（第56議会提出）

労農党案（昭和4年7月）

艸篤太郎旧本労働組合法案確（大15洞旧本労醜合法研究（昭6）、末弘

厳太郎・蠣法研究（大・5）・柴田諺・労蜘合法案研究（昭6）、孫田蘇我国

局・各国法制上より見たる労働団結の舳（昭2）、棘商工会灘労働船灘

関する調査（昭5）・労働省大館麟働統綱査部、わ姻労働関係齢の縮

（昭25）旧本近代醗獣第5翻購文（昭28）洞第・巻野村轍（昭29）

2）帥搬は・大正14年の社会局案の考察の際に、アメリカの謝灘諏されて
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　いる。　（日本労働組合法案研究、136頁。）

　3）　本多淳亮、米国不当労働行為制度、昭28、10頁参照。

二　第11条および第33条の制定経過

　　労務法制審議会における審議状況（1）

労鵬合に関する法制鷲立案のため・・厚生省の諮問纈として設けられた

労務法制講会において、昭和2・年労組法第・・条・第33条に関する鞭がどの

ように討議されたかを、その議事録2）によりつつ検討する。

まず注目すべきことは、上述の戦前の諸労齪合鹸がかなり明確に鰍さ

れている点である。
それはまず、第・回委飴に耕魏醇生館による「労鵬合法制蠣

る従来の経糊の翻一とりわけ澗騨旨柳際「齢翻……に財る自

由保障の問馴を明確に指摘している一力・あった点に求められる・

さらには、星麟員による昭和6年第59議会提出の政府案および西尾類こ

よる大正14年の社会局案の資料としての提出要請にあらわれている・

ついで湘すべきは、第2回委員会における松岡馬句吉委員の意見である・豊

かな体験にもとつくその意見のなかで、っぎのように述べている。

　　「第3に醐合加入の舳鋤げるとか・或腰する鋤げると云うことに

尽きますが湘籠腿することを条件としたり或醐合に入ったことの為に

解耐るとか、そう云うことをさせないように・是は傭主に対してこう云う行

為に対する罰則規定を謝磁くことヵミ是非必要ではないか・」と・

この労務法制審議会の中心的・ソ・・一として努力された末弘委員による「労

醐合立灘関する観書」（一名末弘意賠）は・さら眼体的に2°年労組
法第、、条の母型を乱ている．すなわち・まず・基本方針三・〈u＞・’（i’「嘗て蠣

の運動勲り塒代に鎌主側のとりたるが如きknaB9止の諸手馳予防する

規定を設くること．」と述べ、ee一労醐合・二・団雛の保護の卿・つぎの

ようにいっている．「団擁を保護する為左講旨の規定轍くることω企

業主は組創こ加入したるの故を以て擁し・その他不利益を謝ることを得

ず、組合員たるの故をもって雇入を拒否し得ざること」と。

　　このような雛のもとに、聾委員会でさらに討議のうえ・労醐舘案が

作成され、第3畷員会醍出された・それによれ繭翻定はつぎのようで

あ糠条灘，欄者ガ鱗合ノ糸胎員タ・レノ故ヲ以テ之ヲ締其

／

ll

｛

！

1
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ノ他不利益ヲ与フルコトヲ得ズ

　雇傭者ハ労働者ガ組合二加入セザルコト又ハ組合ヨリ脱退スルコトヲ雇傭条

件ト為スコトヲ得ズ」

　文言は、昭和20年労組法第11条とほとんど変わらない。第33条に相当する罰

則規定が設けられていない点注意すべきである。

　この罰則の問題は、第4回委員会における逐条審議の際とりあげられ、整理

委員会にその研究が委託された。なおこの席上、第33条第2項「前項ノ罪ハ労

働委員会ノ請求ヲ待テ之ヲ論ズ」に関連する山中委員のつぎの発言は看過され

えない。

　「今10条の罰則に付て問題があったようですが、実はこれは官庁の如何なる

認定機関が之にタッチするかに依って、余程事情が違って来はせぬかと思いま

す。其の忘味で第3条の設立の場合で疑義が起ったら労務委員会の決議という

ことが出て来ます。それで労務委員会の決護に依ってこれを認定すると云う箇

条を入れて戴きたいように思います。」

　しかし、この山中委員の意見は、第5回審議会提出労働組合法案および答申

労働組合法案にはまだ反映されていなかったのである。

　しかし、罰則の問題については、　第5回審議会提出労働組合法案第32条は

「第10条ノ規定二違反シタル者・・6月以下ノ禁鋼又ハ500円以下ノ罰金二処

ス」と規定し、刑事制裁を科する態度をとっている。これがそあまま、答申労

働組合法案にもうけつがれている。

1）　昭和20年10月1日閣議了解「労働組合と関スル法制審議立案ノ件」。

2）　労働省編、資料労働運動史、昭和20－21年度版。

3）　罰則を設けることは総司令部の指令によるということである。一労働法の内幕

（上）（季刊労働法8号56頁以下、松岡・石黒、日本労働行政、昭30、26頁、123・4頁参照。

（2）第89帝国議会における審議状況

　昭和20年11月24日付のさきの答申案にもとついて、政府は、労働組合法政府

案を作成し、第89帝国議会に提出した。

　この確定政府案は、労務法制審議会の答申案に対して、若干の修正を行なっ

ている。本間に関連しては、第33条第2項として「前項ノ罪ハ労働委員会ノ請

求ヲ待テ之ヲ論ズ」の規定を設け、労働委員会の関与を認めた点、著しい差異が

あるものといわなければならない。この規定の挿入によって、昭和20年労組法

は、米国ワグナー法のunfair　labor　practices希凹度への接近を示したのであ
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り、また、昭和24年の改正労組灘おける燗髄ワグナー法のunfai「lab°「

難灘灘瀦萎宣黙齢錆瀞鋤謙窮
ような経繍こよるものかは明確ではなし・・1’

この労魏舘第・・条および第33条についての第89帝購会噛け旛議状

況を官報の講速記鍮こよっ欄査したが・本間はほとんど灘されていな

い．わずかに芦醇生姫の提羅由説明中酷額旨として述べられている

にすぎない。
　　　　ショップ制の問題について、つぎのような質疑が行なわれている。
　なおへ
　　「川崎委員、団雛・コトニ付テ御伺ヒシタイノデアリマス・臨ヲシテ労

麗合ヲ蠣都結成シテ鋤ナリ・工場ナリー・比・工場デハ組韻以外ヲ
使。テ，、イケナイ、斯フ云フ要求ヲシマス・レ時二・所言胃当該労鵬合鮎蟻

デ以テ押通サウトス・塒二・・、ソソナ権利ヲ認メ・レト云フノデアリマスカ

高橋政府委員、只今ノ獺問二粥一蜘マス・サウ云フ財・御述べニナ

リマシタヤウナ罷二付テ・・、法律覗定ス・レコけク・其・罷ヲ骸ノ其

場合、問題二任シテ置ハ云ウ風二致シタイ偲・テオリマス」2）

　　こ浦、昭和24轍正労組法第7条第・号鰭のシ・ッ脇定に関する縦

との関連で注目されてよい・なお・政府原案撫ll多正で採択された゜

　　1）　なお、松岡・石黒、日本労働行政、124頁参照。

　　2）官報沸89帝畷会、衆灘、労翻合法案類会講（速記）・参照・

　　皿．実施運営状況および改正の動向

　1．実施運営状況

　　昭和2・年労雛第・・条ならびに昭和2・年欄法第4・条違反として地方労働委

員会に、同委員会発足以来提訴さ批働よ・合計9°2件で・そのうち地方労

働委員会力・処罰を請求したもの62件（6・9％）・このうち繍を取り下げたもの

43件で、結局、最後まで裁判所で争われたものは・9件（2・1％）で・そのうち

有罪判灘あったものは・・件である・また識判所係購件数19件中・第11条

関係が・2件、第4・条関係が3件・第・・条第4・条関係が4件であった・1）さらに・

違反事件を龍し鞭賭を企業の規模からみると・中小企業班倒的であっ

　て、大企業はわずかである。2）
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　　上述のよう嫉縫獣況ig一べつして目につくことウま、衛緻

に比して終局判決騰（・9件）がき摘て少なく、さら賄罪判洲

件）に硫っては繍噌少なくなってし・ることである．これは、昭

労組法（昭和21年労調法）繭接、刑事需幟を科す礁度をとってし、

関連してし’る・すなわち・刑事制裁を襯することによって、罪刑齪

要請による轍要件の明確化が腰となり、労融第・・条（労雛第4

　よって禁止される行為は限定的に理解されざるをえない。そしてこの

その立証の困難さとあし・まって・終局判決件数、有罪判決件数唖少さ

だものと敷られうる・さらに・それ以外の大きな原因としては、労働

に漣反行為について事前麟をそ了ないそして公訴提起を請求するかと

縫櫛ミ械られてし・る点に注目すべきである．「本縫反行為が提訴

場合には・当該労鞭係について争議カミ発生しているのが通例であり、

には委員会の立場から見て撫闇にただ違反行瀧刑事的に追及するよ

寧ろ使賭をして違反行為たる「解雇」等を取消さしめるによって争議

的に轍し当該糊の労醐係姪体的に正常化せしめる方がいい拷

る場合が少くないであろう・かかる場合には、たとへ諏行為が認めら

第33条備求をすることなく争諭全体的tlこ鰍するよう講的の処置

ことが望ましい・」といった解説・・eこ槻われているように、戦糠責

及のみを問題とせず・刑藏任の追及を背景として事実上源状回復を

・さらには労繭係の全体的妊常イヒを計ることに労働委員会関与の

求められ・そし硯実にはそれが和解取下騰の増加となっ硯われ、

決件数・有罪判決騰の減少となっ硯われたと教ることができる。

つぎに実樋営上の艶として教られるのをま、さきにワグナー法の

為の態様と砒較の項で指摘したように・日召和2・年労融第・・条は（労離第

4°条・同法鯛によって追加改正された後も）包括的禁止規定鮪していなカ、

ったため～さらには酵に刑事繊蟻を採肌たことによ襟止行為が限
定的に螺されたことともあいまって一種々の脱法行為なし、し第、、繕反o，こ

までいたらなし’団雛侵害行為を許し・（昭和22年5月3日施行の躰騰法

第28条でも保障された）団雛への使用者の館に対する粉蘇障となりえ

なかった点であろう。

このよう嫉縫獣況からも・昭和2・年労組法第・・条、第33条の改正の動

きが生じるのであるが・以下改正の動向を特舳媒件をとらえつつ考察す

るo
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1）蓮井一次郎、不当労働行為の研究、87頁。なお、河野広、不利益取扱事件における

和解（九大産労研所報、創立10周年記念特集号、140頁）によれば、昭和20年労組法

施行期間中各地方労働委員会が受理した、不利益取扱禁止規定違反の申立件数は1017

件におよび、その処理状況は次表のとおりである。

年
度

昭　　21

22

23

24

25

和　　解

取　　下

34

140

304

207

2

686

67．4％

不成立

裁　　定

3

27

113

87

231

22，7％

成立裁定

処罰不請求

2

7

12

10

31

3。1％

処　　罰

請　　求

3

24

32

10

69

6．8％

計

1，017

100％

　2）蓮井、前掲書、81頁。

　3）末弘厳太郎、労働組合法解説（改訂版）、48頁。

2．改正の動向

　昭和20年労組法第11条、第33条の改正問題について考察する場合にとりあげ

られるべきは、まず、昭和21年9月27日の労働関係調整法第40条および同法附

則による昭和20年労組法第11条の改正補完である。つぎに・これと時間的には

前後するが、昭和21年8月20日の総司令部労働諮問委員会最終報告がある。そ

してそれ以後は、昭和21年12月24日の極東委員会16原則、昭和22年9月8日か

ら10日まで開催された全国労働委員会連絡協議会の建議が注目されるべきであ

り、そして昭和24年2月14日の労働組合法労働省改正試案が最後にとりあげら

れるべきであろう。

　一一　労働関係調整法の制定

　既述のように、昭和21年9月27日に労働関係調整法が制定されたが（施行・
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譜わち・労調法によつてつぎのよう襟止行為の追加補充がなされた

（d）労働都労醜合を徽せんとすること。

（°）労働都労醜合に加入凱とすること。

eN）鵜都蠣飴の正当なる行為を為したること。

霧縢難欝騨整のwa・tlこ発言をしたこと・

鍔器r鰭の他の不利舗をなすこと・が追加補完された禁止行

　　　　　1）末蝋太郎・労鯛鰯聾解説、昭22、・24．5瓦

一一一一一■一一一mem．一一“h＿．一
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2．総司令部労働諮問委員会最終報告

　連合国総司令部労働諮問委員会は、総司令部の招きにより昭和21年1月末よ

り数名づっ一団となって来日し、日本の一般的労働状態、労働行政機構、社会

保険制度などにっいて調査し、8月22日最終報告を発表、日本における労働立

法および労働政策に関する勧告を行なった。

　この最終報告は、不当労働行為制度に関連して、、つぎの3点にわたって重要

な勧告を行なった。

　「（ユ）現行法は、使用者が労働者の自主的組織に対して厳格な無干渉政策をと

るべきであるという原理を十分に満足させていない。尤もこの目的のために有

益な規定がいくらかあるけれども、使用者は組合の「主たる」経費を支払わな

い限り、組合に対し実質的な財政上の援助をなすことを許されている。現行法

は法律で列挙せられるがごとく限られた事項に対する以外は、使用者からの何

らかの財政の援助を広汎に禁止することによって強化されなけれぽならない。

会社組合を存在せしめるために用いられる多くの方法が現行法において、なお

禁止されていない以上、使用者によって如何なる形式の買収乃至干渉も禁ずべ

きである。

　②　現行法は、組合に団体交渉権を与えているけれども・それは・使用者が

雇傭条件に関する諒解に達せんとする正直な意図をもって、労働者と誠実に交

渉することを要求される原理を積極的に規定していない6団体交渉が労働関係

の成功、不成功の鍵である以上、団体交渉が規定されている唯一の法律である

現行労働法の中に明白に謳うべきである。

　③　現行法の中には、その強行に対して何ら罰を伴わない規定があり、また

　その罪が罰金または懲役等の不適当な刑を科する規定がある。労、資、中立の

　代表者よりなる労働委員会は、違反行為によってをかされた不均衡を回復する

　ために、積極的な手段をとることを使用者に対して命ずる暗黙の権能しか持た

　ない。》の権能は現行法に明文をもって謳うべきであり、またそれは不法に罷

　免された被傭者を元の地位に復帰し且つ不本意の失業の期間にさかのぼって賃

　金を与えることを命ずる権利、使用者に対し、会社組合との取引を中止するこ

骨 とを命ずる権利、信用ある組合と誠実に交渉することを命ずる権利、その他個

　々の場合にとらるべき両様の措置を含むべきである。」

　　すなわち、第1点は、労働組合に対する使用者の財政援助の禁止であり、第

　2点は、使用者の団交拒否の禁止であり、第3点は、労働委員会の行政処分に

　よる不当労働行為防止救済（原状回復）制度の採用である。
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斎罫難雛籍緯贈餓雲㍊よ朧搬

幣棄の鰯および回答要旨はつぎのようである・

°組合に対して財政的援助を与えること。

響
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わが国における不当労働行為制度の成立過程の研究　（607）－55一

　（反対論）　クローズド・ショップは多かれ少かれ団結の自由を制限してい

　ることは、否定していないが、一面組合の正常な統制乃至は秩序を棄すもの

　等に対しては或る程度の制裁を加へることは、当然認めなけれぽならぬし、

　又組合の分裂を避け、その健全な発達を図るために必要であるとも云へる。

　従って我国の組合の実状よりすれぽ、かかることは寧ろ当事老の自主的協定

　に委せ、法律で積極的に取上げない方が適当である。

　　第27条
第30問　労働委員会は11条違反に対して労働者の復職、現状復帰、損害賠償命

　令を出し得ることとし、なお使用者において異議あるときは、裁判を請求し

　得ること。（この場合でも裁判の判決ある迄は委員会の命令は効力を有する

　こと）としては如何。

　（賛成論）　11条の効果を確保する上においては必要である。

　（反対論）　現在の労働委員会はこのやうな権限を附与することは適当では

　ないし、又11条の効果については厳重な罰則もあるからその必要はない。」2）

　上の質問のうち、第19聞および第30問は、　明らかにワグナー法のunfair

labor　practices制度へ接近の方向を示している。しかし、第20問のクローズド

・ショップの禁止は、それからはずれ、むしろ（この質問書より後に制定され

たのではあるが）タフト…　一トレー法（Taft－Hartley　Act－Labor　Manag・

ement　Relations　Act，1947）の立場に通ずるものがある点｛注意すべきであろ

う。

1）労働省編、資料労働運動史、昭和20－21・817頁以下

2）厚生省編、労働組合法改正の主要論点一松岡三郎、憲法と労働立法、昭24、155耳

以下参照。

3．極東委員会16原則

　昭和21年12月24日、連合軍民間情報教育局から12月6日の「極東委員会政策

決定としての日本労働組合に対する原則」が発表された。

　そこで表明された原則の第2と第10は、不当労働行為に関連する原則であ

る。

「2、以上の目的をもって労働組合及び組合員が、組合を組織する権利は法律

をもって確認し、保証する法律によって労働老の組合加入の自由を与えること、

労働組合が以上の目的を達成することを妨げる如き一切の法律及び規定は即時

撤廃すること、雇主は労働者が組合員であるとの理由によって雇入れを拒絶し

・戯！
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ご麟繁1解難・そ嚇に当幣またこ繍金を提供

　　1）労働省編・酬労鱒動史、昭和2・一・・、88・．2頁．

　4．　日本国憲法の制定
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わが国における不当労働行為制度の成立過程の研究　　（609）－57一

働者の不当労働行為制度を設けよとの経営者側の要請に対して、反対論に強固
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　や
な法的よりどころを与えているのであるQ2）

1）菊池勇夫、不当労働行為、末広還暦、92頁。

　荒木誠之、不当労働行為論、労働法3号、145頁以下。

2）経営者側の意見は、松岡三郎、憲法と労働立法にくわしい。

5．全国労働委員会連絡協議会の建議

　昭和22年9月8日から10日までの3日間全国労働委員会連絡協議会が開催さ

れ、労働委員会の問題が協議された結果、労働委員会の性格、権限、運営にっ

いて種々の要望事項や決議事項が決議された。

　その際、建議、1．労働関係法令に関する改正その他の措置について、のロ、

ノ・ 、二、ホの4項目において、昭和20年労組法第11条、第33条に関する建議が

なされた。「ロ、労働組合法第11条の民事的効力を確保するため、同条に左の

如き改正を加えること。

　←う労働委員会が使用者の行為を労働組合法違反なりと認めた時は使用者に

対してその行為を取消し、その他原状回復に必要なる行為を命ずることができ

ること。

　この命令は直ちに効力を生ずること。

　⇔　使用者が、この命令に不服であるときは民事裁判所に異議を申立てるこ

とができるが、この申立は命令の効力を停止しないこと。

（説　明）

　労働組合法第11条に違反して解雇が行なわれた場合、被害労働者はそれによ

って直ちに生活の基礎を失うのであるが、労働委員会においてその行為が11条

違反と決定され、裁判の結果使用者が処罰を受けても、民事的効果が確保され

るまでは、その労働者の生活不安は除去され得ないのが現状であるから、労働

委員会が11条違反と認めた場合は、その行為が直ちに無効となり、労働者に対

する原状回復が即刻行われ得るよう、委員会に命令権が与えられるべきである。

　　　使用者側において、労働組合法第11条違反により処罰せらるべき刑罰の

量と、従業員の解雇その他の不利益な取扱によって生ずるべき結果とを比較衡

量して、敢て法規違反を行う傾向あることに鑑み、労働組合法第33条所定の刑

罰を加重すること。
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　労働組合法第33条の罰則は、　「6月以下の禁鋼又は500円以下の罰金」刑で

あるが、最近の傾向を見るに、使用者においては、この罰則を甘受することに

よって労働組合を不当に抑圧し、敢えて違反を強行せんとするものが多く、か

かる傾向は、労働組合保護育成の見地から、当然禁圧さるべきものと考えられ

るから罰則の強化加重が必要である。

　二、使用者以外の者の組合圧迫行為も不公正労働行為と認め、使用者と一連

の関係あるものとして処罰するよう法規を改正すること。

　不公正労働行為についての最近の顕著な事例として、使用者が組合圧迫行為

を為すとき、特定の者例えば暴力団、或いはその他有力者等を前面に立て、種

々の術策を弄し、その背後にあって使嚇する場合が見られるが、かかる場合は

その使用者以外の者も、当然連坐処罰されるべきである。

　ホ、労働組合の解散又は弱体化を目的とした使用者の行為、例えば「将来の

企業再開を予定しての工場閉鎖その他の行為」は、労働組合法第11条の脱法行

為として禁止するよう立法措置を講ずること。

　不公正労働行為の最近の傾向の一として、例えば組合の弱体化を図る目的を

もって、一応経営困難を理由として工場閉鎖を行い、改めて事業主が希望する．

労働者のみを雇入れて工場を再開するような事例があるが、かかる行為は、明

らかに労働組合法第11条の脱法行為と認められるから、これをも処罰し得るよ

う法規を改正すべきである。」1）

　また、二、労働行政機関並びに関係他機関に関する措置等にっいて、ハ、で

つぎの建議もなしている。

　「ハ、検察庁及び裁判所における労働組合法第11条違反の審理は兎角遅延す

る実状にあることに鑑み、事件の審理及び公判は、速かにこれを行うと共に、

司法当局における労働関係諸法規に通暁せる判・検事をしてこれに当らしめる

こと。　（説明）暑」2）

　この建議が、ワグナー法のunfair　labor　practices制度の導入を正面から指

向したものとはいいえない。むしろ、労働委員会の実務処理のなかから引きだ

されてきた改正への要望とみることができよう。その意味では、昭和24年の労
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組法改正に際しての実務界からの動向の一つとし循過できない・しかも・労

働委員会の行政処分による速やかな救済（原状回復）制度の採用の要請および

第・・条の規定の不完全さの指撤、ワグナー法のunf・i・1・b・・p・a・tices制度

と無縁ではない。

　1）労働省編、資料労働運動史、昭22・915頁・

　2）労働省編、上掲書、916頁。

　皿　昭和24年改正労組法

　以上考案してきたような改正への動向を背景に、昭和23年末よりいよいよ本

格的な労組法の改正作業が行なわれ、翌24年2月には労働省の改正試案の発表

をみ、同年6月1日公布（施行、6月10日）された。

1．改正経過一労働省改正試案

　昭和23年12月中旬、連合軍総司令部よりの労組法および労調法改正の示唆に

もとづき、労働省事務当局はその改正作業に着手した。それ以後、総司令部の

助言、示唆のもとに各方面の意見を参照しつつ草案の作成がなされ、24年2月

14日、労働省試案としてそれが公表された。この労働省試案は、っぎのような

規定をもっていたo

「第3章　不当労働行為

　　（不当労働行為）

第15条　使用者又はその団体は・左に掲げる行為をしてはならない・

　一、労働者が労働組合を組織し、若しくは運営することを支配し若しくはこ

　れを妨害すること。又労働組合の事務にもっぱら従事する者の賃金、給料等

　その労働組合の経費についての補助その他のイ期者による金銭上の援助（そ

　の労働組合の福利事業に要する顯についての禰及び使用者との合意に基

　いて就業時間中に労働条件その他の事項に関して労働者が協議若しくは交渉

　をするため、又はその労醐合に加入する労働者力咄席するため・その労働

　者が失う労働時間に対する賃金の補償を除く。）を与えること。

　二、労働者が労働組合を組織し、若しくは組織せず、又はこれに加入し、若

　しくは加入ししないことを理由として、労鵬を解雇し・その他これに対し

　不利益な取扱をすること。但し労働協約の定めるところにより、労働組合に

　加入せず、又は労働組合から脱退し、若しくは除名された労働者を雇入れ

　ず、又は解雇することは、この限りでない。
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　一6°『（612）　　第・5巻第6号

　　三・労働都労醜飲加入しないこと、又は労鮪合から脱退する

　　雇入又は雇用継続の条件とすること。

　　四・労賄合の正当に・且つ・舳噛fれた骸叡は労醜合の

駕鑑響獄ζ総とを拒むこと・但し第23条第3項各号の

　　五・労蠣係離灘よる労騨議の離をす砺合に蠣都行．

鐸凝欝蝋錨濃響碧野こ囎者
　　六・労働都第16条（第・7条第3項におし・て鞠さ批場合姶む．）の

　　により労働委員会に申告し・意見を述べ、若しくは資料を拙し、

罪霧朧撫悉鱒灘聴諜齢誌銚

櫨窮鷺猫諮潔嚢議雷轡狸禦磐よ遍餐

　　（原状回復等の命令）　　　　　　　　　　　　　　　　“

第16条蠣委員会は・前条各号鴫げる行為があったと認めたとき、又

攣芸撫灘総纈轍こ禦申告があつたとき

2蠣委員会は・前項の調査の結果不当労働行為があったことが糊し

撫欝寄ζ餓；ま撫募諮景嚢鑑雛寒惣歪誉

　を、その内容を具体的に命ずることができる。

4い鉾2項の命令は・主文及び理麟し・且つ・書面によ嚇れ賜

5労働委員会は・第2項の命令を発したときはその齢の主文及び理由を

調査の結果不当労鮪為がなかつたことが判肌たときその他第2項の命



唱

わが国における不当労働行為制度の成立過程の研究　（613）－61一

岬

　を発するに至らなかったときはその旨を第1項の申告をしたものに対して通

　知しなければならない。

　（不服の申立）

第17条　前条第2項の命令又は同条第5項の通知のうち、地方労働委員会の命

　令又は通知を受けたものは、その命令または通知された事項にっいて不服が

　あるときは、その命令又は通知を受げた日から2週間以内に、中央労働委員

　会に対して不服の申立をすることができる。

2　中央労働委員会は、前項の不服の申立があったときは、必要な調査を行

　い、且つ、当該地方労働委員会の命令を取り消し、若しくは変更し、自ら命

　令を発し、又はその不服の申立を却下するものとする。

3　前条第2項から第5項までの規定は、前項に規定する処分について準用す

　る。

　（認可の請求）

第19条　労働委員会は、第16条第3項の命令を発したときは、その命令の確定

　の日から90日以内に、当該労働委員会の所在地を管轄する地方裁判所に対し

　て、当該事件のすべての記録その他の資料を提出してその命令の認可を請求

　することができる。

2　裁判所は、前項の認可の請求を受理したときは、当蘇使用者又はその団体

　にその旨をた父ちに通知しなけれぽならない。この場合においても当該使用

　者又はその団体は事件に関係があり、且つ、労働委員会の調査に際して提出

　することができなかったことについて過失がなかった事を証明した場合に限

　り、その受理のあった日から10日以内に裁判所に提出することができる・

　（認可の決定の効力）

第22条　使用者又はその団体は、前2条の規定により裁判所の認可の決定があ

　ったときは、その決定の告知された日から労働委員会の命令に従わなけれぽ

　ならない。ただし、労働委員会の命令は、これを取り消し、または変更する

　判決が確定した場合においては、その判決とてい触する限りにおいて将来に

　向ってその効力を失うものとする。

　　第．8章　罰　則

第63条　第22条に規定する裁判所の認可決定が告知された日から10日以後にお

　いて同条の規定に違反があったときは、その行為をした者は、1年以下の懲

　役または10万円以下の罰金に処する。」
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　罰一陣1

、、．1　－”　62　N（614）　第・5巻第6号

　　　　轟轡者の意見は・「不当労働行醜理期間が長すぎる。とし、う



　　　　　　　わが国における不当労働行為譲鍼立過程の研究（615）一一　63　一

政府案が、4月25旺式閣謙定され・同月28日第5特別国会醍出された゜

閣議決定と同時醗表された改正の根本方針とその要領は・不当労働行為に

2い盃趨識藤鵬体交渉の拒否襟止して団体交渉纏護し

。た論灘熱充し、イの外使用者の欄合trc対する一切の干

渉妨害を排除するにより団雛その他の団体行動権醗護したこと・（第7

一条％当獅糊する労働委員会の原状購の命令・裁判所の緊急命

令、その他労瀦及び労難合の権利の回復のための迅速な処艀励定め

ることにより、不当蠣行為の防止のための有躯切縮置旙じたこと・

二（幾』行為の性格にかんがみ、これが行灘接に罰する方針を改め・

労働委員会及び裁判所の命令翻こ対して・有効且殖化された罰則を科す

　ることにより正常な労使関係の確保を図ったこと。

この改正労組法政府原案は、若刊修正をう昧のち一不当蠣行為につい

て

潔離慧鶴総欝摩訪璽議鐙盟欝焉灘
襯雌鮪していることは、それと々撫縁とはいえないであろう・

　　、）以上、労働省編、資料労働翻史・昭24・参照・

2．制度上の比較
　　昭和24年6月・日、法鱗・74号として・昭和2・年法鱗51号労働組合法の

書藷籍繍禦鱗論雑養鯨と1潟灘ぎ鵬

讐撚離鶉蕪畿撃ζ熊欝ぎ…り
　である。

　　（不当労働行為）

第ヱ灘簾罐齢難と下鵠鍮・入し、若しくはこ

灘
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一一　64　’一（616）　　　第15巻第6号

　　纏徽しようとしたこと乱くは労働組合の正当な行為をしたことの故を

　　もって・その労醜を簾し・その他これに対して不利益轍扱をするこ

　　と又は労働都労醐合に加入せず・若しくは労醜合から脱退することを

　　雇用条件とすること・但し・労蜘合が擬の工場事糊に雇用される労

　　賭の過半数を骸す腸合において・その労鯖がその労醜合の組韻
　　であることを雇用条件とする労働協約を雛することを妨げるものではf．，

　　しNo

　二・使用都翻する労瀦の代表者と団体交渉をすることを正当な触が
　　なくて拒むこと。

　三・労働都労醜合を徽し・若しGま運営することを支配し、若しくは

　これに介入すること・又は労醐合の運営のための餓の支払につき経理上

　の援助を与えること・但し労働都労醗間中tlこ時間又は飴を失うことな

　く使用者と臓し・又鮫渉すること鞭用都許すことを妨げるものでは

なく・且つ厚生飴又は繍上の不幸乱Gま災厄を防止し、乱くは救済

するための支出こ実際に用いられる翻その他の基金に対する使用者の寄附

　及び最小限の広さの事務所の供与を除くものとする。

　　（労働委員会の権限）

第2°条労働委員会は・第5条・第・・条、第・8条及び卿条の規定によるもの

　の外労働争議のあっ旋、調停及び仲裁をする権限を有するt。

　　（強制権限）

第22条労働委飴はその輪を行うために腰莇ると認めたときは、使用

叡はその団体・労醜合その他の関係者tlこ対して、出頭、結の提賭し

く賜要嫉離類の提出鯨め・又は委賠しくは労働委員会の職員＿，

に関係工嚇糊に鰍し・業務の状況若しく賑簿書類その他の物件鹸
　査させることができる。

　（公益委員のみで行う権限）

第24条…°第7条……・第27条の規定による事件の処分には、労働委員会の

公益委員のみ鯵与する・但し・決定跣立って行われes問鞭用者委員
　及び労働者委員が参与することを妨げない。

　（中央労働委員会の権限）

第25条2中央労簸員会は・……第7条及び第27条の規定に基く地方蠣

委員会の処分を取り消し・承認し諾しくは顛する完全な欄をもって再

髄し・又はその処分に対する瀦査の申立を却下することができる．この

獅

…

影
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再審査は、地方労働委員会の処分の当事者のいずれか一方の申立に基いて、

　又は職権で、行うものとする。

　（労働委員会の命令等）

第27条労働委員会は、使用都獅条の規定に違反した旨の申立を受けたと

　きは、遅退なく調査を行い、必要があると認めたときは当該申立が理由があ

　るかどうかについて審問を行わなければならない。この調査及び審問の手続

　は、前条の規定により中央労働委員会が定める手続規則によるものとし、審

　問の手続においては、当該使用者及び申立人に対し、証拠を提出し、証人に

　反対尋問をする十分な機会が与えられなけれぽならない。

2　労働委員会は、前項の審問の手続が終ったときは、事実の認定をし、この

　認定に基いて、申立人の請求にかかる救済の全部若しくは一部を認容し、又

は申立媒却する命令醗し尉れぽならない・この事実の認定及び命令

は、書蘇よるものとし、その乳を使用者及び申立人に交付しなけれぽな

　らない。この命令は、交付の日から効力を生ずる。この項の規定による手続

　は、前条の規定により中央労働委員会が定める手続規則によるものとする。

3　使用者は前項の規定による地方労働委員会の命令の交付を受けたときは、

　15日以内に中央労働委員会に再審査の申立をすることができる。但しこの申

　立は、当該命令の効力を停止せず、その命令は、中央労働委員会が第25条の

規定により再審査の糸課、これを取り7肖し・又は変更したときに限り・その

　効力を失う。
4　使用老が地方労働委員会の命令につき中央労働委員会に再審査の申立をし

　ないとき、又は中央労働委員会が命令を発したときは、使用者は、当該命令

　交付の日から30日以内に、行政事件訴訟特例法（昭和23年法律第81号）の定

　めるところにより訴を提起することができる。

5　前項の規定により使用者が裁判所に訴を提起した場合において、受訴裁判

　所は、当該労働委員会の申立により、決定をもって、使用老に対し、判決の

　確定に至るまでその労働委員会の命令の全部又は一部に従うべき旨を命じ、

　又は当輔の申立により、若しくは職権でこの決定を取り消し・乱くは変

　更することができる。
　7　使用者が労働委員会の命令につき、第4項の期間内に訴を提起しないとき

　はその労働委員会の命令は、確定する。この場合において、使用老が労働委

　　員会の命令に従わないときは、労働委員会は、使用者の住所地の地方裁判所

　　にその旨を通知しなけれぽならない。この通知は、労働者もすることができ
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　　る。

第28条前条の規定による労働委員会の命令の全諏は一部が確定半椥こよっ

　　て支持された場合におし・て・その違反があったときは、その行為をした者は

　　1年以下の禁こ若しくは1・万円以下の罰金に処し、又はこ纏併科する。

第32条使用都第27籟顕の鵬こよる裁判所の命令に違反したときは、

　　1°万円（当該命令が作為輪ずるものであるときは、その命令の不履行の臼

　　数1日につき1°万円の割金で算定した金額）以下の過料に処する．同条第7

　　項の規定により確定した労働委員会の命令に違反した場合も同概する。

　　なお・労組法の改正にともない・労調法も日召和24年6月1日灘第・7号をも

って一部改正された・不当労働行為に関連する改正規定は、つぎのとおりであ

　るo

第4°条中「又は労働都争議行為をなしたこと」及び同条但書を削る。

第41条中「500円」を「5万円」に改める。

　A　禁止行為の態様

　一昭和24年労組法は・第7条で使用者の次のような行為襟止する。

（1）（イ）労働者が労働組合の組合員であること

　　（ロ）労働者が労働組合に加入しようとしたこと

　　ex）労働者が労働組合を結成しようとしたこと

　　（：）労働者が労働組合の正当な行為をしたこと

　　㈹労働都欄法による争議の縫の際ζこ発言をしたこと（こ櫨欄
　　　法第4°条による・なお・同条では浄議行為をしたこと、もとりあげら

　　　れていたが・上の⇔にふくまれるとして削除された。）

　　を理由として擁その他の不利益取扱をなすこと（不利益取扱の禁止）

　　　（第1号前段）。

（2）（イ）労働者が労働組合に加入しないこと

　　（ロ）労働者が労働組合から脱退すること

　　を雇用条件とすること（黄犬契約の禁止）（第・号後段）．なお、黄犬契約

　　繍禁止の例外として・労醜合が特定の工嚇糊に醐される労瀦
　　の過半数を代表している場合にはショップ協定の締結が認められてし、る

　　（第1号但書）．

③使用都朗する労瀦の骸と団体交渉をすることを正当耀由がなく
　　て拒むこと（団交拒否の禁止）　（第2号）。

量
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㈲　㈲　労働者が労働組合を結成し、もしくは運営することを支配し、もしく

　　は介入すること（支配介入の禁止）　（第3号前段）・

　　（ロ）労働組合の運営の経費の支払にっき経理上の援助を与えること（経理

　　援助の禁1ヒ）　（第3号後段）〇

二　禁止される使用者の行為のうち、①の不利益取扱の禁止および（2）の黄犬契

約締結禁止の規定（第1号）は、昭和20年労組法第11条（21年労調法によって

改正）の規定をそのままうけついでいる。したがッて・すでに20年労組法検討

の際にワグナー法との比較をみたところがそのまま妥当する。ただ、20年労組

法第・・条は、シ。ップ協定の効力につし・て何槻定していなかったので・黄犬

契約締結禁止との関係で若干問題を残していた。　（通説は有効説をとる。）この

点にっいて24年改正労組法は、過半数を要件としてショップ協定の効力を認め

る態度を明らかにした。これは、交渉単位制との関連という点で問題があるけ

れども、ワグナー法第8条第3号但書の規定と類似している・

　また、（3）の団交拒否の禁止の規定（第2号）は、ワグナー法第8条第1号お

よび直接白勺には第4号の規定に対応している。しかし・ワグナー法第8条第4

号は交渉単位制と関係があるので、24年労組法第7条第2号よりも適用範囲が

狭いといわざるをえない。したがって、むしろワグナー法第9条第1号の包括

規定に直接対応するというべきかもしれない。

　また、㈲の経理援助の禁止をふくめての支配介入の禁止め規定（第3号）

は、まったくワグナー法第8条第2号の規定と同旨である。もっとも、但書の

例外の場合は、24年労組法第7条第3号但書のほうが多いといえる・

　結局、交渉単位制に関連する問題を除けぽ、ワグナー法第8条第1号の包括

規定および第4号の不当労働行為審問の際の保障規定が24年労組法第7条には

欠げている点が、もっとも大きな差異である。特に、前者の包括規定を設けて

いない点は、第7条の規定が網羅的でないので問題として残っている。　（な

お、後者は、昭和27年の労組法改正の際に、労調法第40条の規定とともに、第

7条第4号として規定された。）

　B　救済手続

＿
　昭和24年改正労組法は、昭和20年労組法のように、違反行為があった場合

に直接刑事判裁を科する態度（加罰主義）をとらないで、労働委員会による行

政救済制度（原状回復主義）を採用した。そして、その手続を第27条（労働委

員会の命令等）で定めている。すなわち、手続はつぎのように行なわれる。
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蕃

鋤令の全部畑一部に従うべき旨を命ずることができる（第27締

（5）労働委員会の命令の確定

定籍鞭翠悔繍訟を提起しなし・ときは・労働委員会の命令は確

る轡うな行政鱗渡遡保するために・2種の制糠がおかれてい

第1が・労賑員会の鈴の全部または一部が確定判決によって支持さ批

一 68『（620）　　　第・5巻第

　（ユ）申立、調査、審問

　　「労働委員会は・使儲が第7条の齪に違反し鮨の申立綬けたとき

は’騰なく調醜行い・必要があるときは、当該申立が堀莇るかどうカ，

につし’て舖を行わなければならない．」（第27条卸項）

　　労働委員会は・申立あるとき髄やか嘲査を行ない、その結果、ただちに

讐繕ζ螺繍磁翻欝1’欝灘瀦馨課謙
とき・命令をだすだけ噂実の認定がなされないときその他腰があると認

蕊たときは・申立力鋤があるかどうかについて舖を行なわなければならな

（2）事実認定および命令

な撫，会は誠欄の手続が終つたとき購実の認凱なければ

（3）再審査、行政訴訟

立辮讐灘纂鷺黛者は・中騰委員舗審査の申

騰1欝驚畿離婁超灘；1翻錆繍
（4）緊急命令

な難韓警ご讐轟勤鞭歴㌔灘驚瓢雛曽
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場合に、その違反があったときは、その行為に対して刑事制裁（1年以下の禁

こもしくは・・朋以下の罰金、またはその併潜Dを科する規定である（第28

条）。

第2が、第2條第顕の裁判所の緊急命令や第27条第7卿こよって確定した

労働委員会の命令に違反し湖合にをま・行政罰（・・万円（当該命令が作瀧命ず

るものであるときは、その命令の不履行の日数1日につき10万円の割合で算定

した金額）以下の過料）に処せられる。なお、この規定は、従来他の法令にそ

の類をみない特異なもので、原状回復のため間接強制手段として強力な担保規

定ということができる。

ニ　ワグナー法は、同法第8条に違反する不当労働行為に対して、行政救済を

与える態度をとっている。すなわち・全国労働関係局（NLRB）という行政

委員会を設け　（第8条）、　これを不当労働行為の防止を救済にあたらせてい

る。

　その手続は、第10条で定められている。

　全国労働関係局は、3人の中立委員からなる行政委員会であるが、その下に

多数の補助職員がおり、全国の主要な都市に20数個の地方事務局をもっ。局に

おける手続の前半ば、局の監督下にある地方事務局で行ない・局自体は再審査

をなすのであるQ
　不当労働行為の提訴があると、まず、現地の職員が調査しで、その結果、あ

るいは提訴の調整・取下げ・却下となり、あるいC・　．Kその後の形式上の手続をへ

ないで終結となるQ
　　しかし、提訴に正当な根拠があると認められ・しかも事件が調整によって片

づかないことが判明すれぽ、告訴を提起する。告訴状には、訴因および告訴状

　の送達後5日以内に審問を行なう旨を記載し、これを関係当事者に送達する。

　　そして、初審審問官は、現地調査官立会のもとに審問を行なう。さらに、再

審審問官力瑠問においてあらわれた証拠雄理したのち・中間報告書を作1戎し

　て局に送付し、かつその判定および勧告が当事者にも送達される（第10条b）。

　　もし当事者が再審審問官の判定および勧告に不服である場合には、局に不服

　申立をして口頭弁論を請求することができる。

　　局は、　その自由裁量によって、　さらに当事者の証拠の提出および弁論を許

　し、一切の証言を参酌した結果、不当労働行為の存在を認めれば、事実認定を

　行なったのち命令を下す。また、不当労働行為の存在を認めない場合には、告

　訴を棄却する旨の命令を下す（第10条c）。
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　　とくに・不当労鮪為の存在が認められる場合に、第・・条・で局に不当労働

行為硝極的中止齢（Cea・e　・nd　d・・i・…der）と飴遡及払・、をともなう

鶴のよう縮極的命令と醗する欄を与えていることは、注目焔する。

　　また・講の謄本繊判所に拙するまでをま、いつでも局が、事実の綻や
命令にっい一（　Faら修正し・または取り／’肖すことができる（第・・条d）。

　　なお・局の不当労蜥為を防止する繍ま排他的であって、協約や齢に設

けられる他の手段によって影響をうけない。

　　局の命令そ粕体は灘上の鮪力をもたなし・から、こ繊うるためには、

局から裁判所耐して執行力の付与を求め雄れ臆らなない。もっとも、使

用都ただちに局の命令に働ないときには、局から翻蹄裁半［J、ii］i、・　lfこ、命令

耐する衛力の付与・ならびに付与にし・たるまでの間効力鮪する適当塘

藷野また蹴命令（temp°・a・y　reli・f・r　re…aining・・d・・）の発布を申

そこで・裁判所は・局から送付してきた一一enの鑓講を蘇査し、あるし、

はただちに暫定的縮または制止齢醗することカ・できる．こ場餓、ノ

旛f’一ディア法（N°「「is－LaGua「dla　A・t’・932）の適用鮒なし・（第

このように再斑の緑・局の齢をそのままもしくは鉦して舗し、ま
たはこれを取り消す旨の判決を下す。

ただし・局の事魏定ヵ勲によつて支えられているかぎりそれヵ虚終的な

ものとなり識判所腺実襯をくり返す櫨をもたない。もっとも、当轄

が裁判所に追加証勲拙しそれカミ醸なものであること、しかも藩理の際

に採用されなかつた点について正当の馳があること、髄乱場合には、

その追加証拠を承認することがある（第10条e）。

鱗瀦ζ誓犠野、1労贈も漸に不服申立をして・その再

1） 下欝亮’米国不当労働行為制度・1°1頁以下・田轍米国労蜘3・則

三以上の説明からもわかるように・昭和24年改正労雛に紺る不当蠣行
為の救瀞続は・ワグナー法のunf・i・1・b・・p・a・fi・e・鞭のそれとよく類似
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わが国における不当労働行為制度の成立過程の研究　（623）－71一

している。大はばな継受がいわれる所以でもあるQ

　主な差異はっぎの点にある。

（ユ）NLRBは、　中立委員からのみ構成されているのに対して・労働委員会

は、決定権を有する公益委員と決定に先立って行なわれる審問に参与を許され

ている使用者委員および労働者委員によって構成されている（第24条）。

（2）昭和24年労組法は、審問官（examiner）制度を採用していない。

③　NLRBは、事実認定について、例外的な場合を除ぎ、排他的権限を有し

ている。

（4）NLRBの不当労働行為を防止する権限は排他的であるのに対して・昭和

24年労働組法はそれを規定していないため、別個に民事救済を裁判所に申立て

ることを可能にさせている。

　以上のような差異が、いいかえれぽ、わが国の現行労働委員会制度、不当労

働行為制度に対する批判ともなっている。たとえぽ、労働委員会の2機能、争

議の調整機能と不当労働行為の判定機能を別個独立の2機関に分掌させ、不当

労働行為の判定には、常勤の練達の専門家たる中立委員のみにあたらせ、事実

審理にっいては排他的権限をもたせ、民事訴訟との並行はさけよ、というよう

な批判にそれがもっともよくあらわれている。

　最後に、昭和24年までに、わが国でどの程度の米国労働法制をとりわけ不当

労働行為制度に関する紹介ないし研究がなされているかをしるために、発表さ

れた文献を紹介しておく。戦前のものは、本文中に引用したものははぶいてい

る。戦後のものにっいては、主として片岡昇編、戦後日本労働法文献資料（労

働法学研究会報、別冊資料、第31号）によっている。○印以外は、実物をみる

ことができなかった。

（戦前）　（論文）

○高柳賢三、NRAと米国憲法、国家学会雑誌、48巻8号。

○松井七郎、米国産業復興法に就て一特にNRA第7条（a）を中心として一・同志社論

　叢、46号。

○菊池勇夫、米国労働法に於けるNRAの意義、法政研究、5巻1号。。

（戦後）　（単行本）

　鉄鋼統制会編、各国労働組合法制研究、昭21、日本産業経済新聞社。

　中共労働学園編・刊、合衆国における団結権保護政策一ワグナー法の内容と判例一（海

　外労働叢書1）、昭21。

　中山三郎、米国労働法制と労資関係、昭21、新書出版社。
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○ジ・ン゜R・ハ・ルド述・ア刈力労醜合灘話、昭22、中共労働学園。

松永正雄・細労働法制の研究、日召22、日本経済新聞社。

　米国労働省（労働省訳）、1947年労使関係法の解説、昭22。

○桂皐・綱の新労醐合法と労離（後に、タフト・・＼一トレ弦の話＿掴の

　労働組合法と労調法と改題）、昭23、労働文化社

○軸隆夫・現代の米国労酷一タフト・ノ＼一トレー法の成立一昭23潤書院。

○吾妻光俊、労働法の展開、昭23、海口書店。

o松井七郎・労蜘舷一ワグナ骸よりタフト・・＼一トレ惜ヘー（ア刈力繍法
　研究2）、昭23、同文館。

時事通信社編・刊、タフト・ハートレー法、昭23。

　関西経済冠合会編・刊、タフト・ハートレー法概説、昭23。

日本経営者連盟編刊・タフト・ハートレー法とわが労働法、昭23。

J’G’シルヴ・ベルグ（伊鍾治郎訳）・綱欄勘概説、昭23、躰労働組離

　（論文）

○細隆夫・ア刈旅おける労働者の団脅咬灘、社会政繭報、293号。

N　EEI浩訳・アメリカ鋤暁展（・・2）一労醐動・労蹴法梗、灘轍、

　巻2・3号。

　アメリカの新労f動立法、肚界週報、28巻21号。

　アメリカ新労働法の成立、世界週報、28巻24号。

　アメリカ新労働法はどう動くか、世界週報、28巻30号。

　駒形秀次・米国経済と新力働法、一労働評論、2巻10号。

○古糖楽・綱の労醜舗立法一労働経営関係法、エコノミスト、25巻・7号。

ア刈力の新搬関係法（1947年労醐係法・トルーマン大統領拒否演説全文．労資

　係法とアメリカの労働組合）、世界週報、別冊。

醸光俊・アメリカ労働勘轍一タフト…一トレー法の成立、法学新報、54巻、、

　12号、55巻1・4号。

吾妻光俊・タフF’ハートレ惜の背景一縮働法への手引として、世界週報、別冊．

岡鮎志郎・タフ1…＼一トレー法問題アメリ槻代史・947・i・、社会科学、9号．

　松井七郎、タフト・ハートレー法について、同志社論叢、88号

岡倉誌郎・〔ア刈力〕タフト・ハートレー法罰・周年鯛顧、帝国大学新聞、、。87．

　88。

○村山重忠、使用者の不公正労働行為について、労働問題研究、20号。

　鮎沢　巖、米国の労働立法と運動の実際、労働評払　3巻11号。

○田中和夫・ア刈力労酷の鋪一ワグナ噛よりタフb・・＼一トレー滅＿、灘文
　イヒ・　3巻10・11・12号。
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